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1 後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。

(株式市場への影響度 ◎ ○ )
経済指標の予想値出所は各種ベンダー

※内容が一部変更されることがありますので、ご了承ください。

予想海外スケジュール予想国内スケジュール

決算発表－日本取引所グループ、日本航空電子工業、

キヤノンマーケティングジャパン、トプコン 等

1月

29日（月）

112.5

-0.1％

〇国際通貨基金（IMF）、世界経済見通し（WEO）を発表

米・連邦公開市場委員会（FOMC、1日目）

米・11月のS&P/ケース・シラー住宅価格指数

米・1月の消費者信頼感指数（コンファレンスボード）

ユーロ圏・10-12月期の実質GDP（1次速報、前期比）

決算発表－ｾﾞﾈﾗﾙ･ﾓｰﾀｰｽﾞ(GM)、ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ、ｱﾙﾌｧﾍﾞｯﾄ、

ｱﾄﾞﾊﾞﾝｽﾄ･ﾏｲｸﾛ･ﾃﾞﾊﾞｲｾｽﾞ(AMD)、ｽﾀｰﾊﾞｯｸｽ 等

2.5％

1.29倍

12月の完全失業率（総務省）

12月の有効求人倍率（厚生労働省）

2年利付国債入札（2月債、発行予定額：2.9兆円程度）

衆参両院の本会議で岸田首相が施政方針演説

決算発表－オリエンタルランド、キヤノン、小松製作所、

東海旅客鉄道、日本電気、ソシオネクスト 等

30日（火）

+15.0万人

◎米・連邦公開市場委員会（FOMC、2日目）

米・1月のADP雇用統計（前月比）

〇中・1月の製造業PMI

〇中・1月の非製造業PMI

ブラジル中銀、政策金利を発表

決算発表－ｱﾌﾟﾃｨﾌﾞ、ﾎﾞｰｲﾝｸﾞ、ｸｱﾙｺﾑ 等

+2.5％

○日本銀行 金融政策決定会合における主な意見

（1月22・23日開催分）

〇12月の鉱工業生産（速報、前月比、経済産業省）

〇1月の消費動向調査（内閣府）

決算発表－日立製作所、第一三共、富士通、

アドバンテスト、レーザーテック、東日本旅客鉄道 等

31日（水）

47.5

1，565万台

+2.8％

◎米・1月のISM製造業景況指数

米・1月の自動車販売台数（年率換算）

ユーロ圏・1月の消費者物価指数（CPI、前年比）

〇中・1月の財新製造業PMI

英中銀、政策金利を発表

決算発表－ｱｯﾌﾟﾙ、ﾒﾀ･ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑｽﾞ、ｱﾏｿﾞﾝ･ﾄﾞｯﾄ･ｺﾑ 等

1月の新車販売台数（日本自動車販売協会連合会）

10年利付国債入札（2月債、発行予定額：2.7兆円程度）

決算発表－三井住友フィナンシャルグループ、ＨＯＹＡ、

武田薬品工業、京セラ、イビデン、ローム 等

2月

1日（木）

+18.5万人

3.7％

+0.3％

◎米・1月の雇用統計－非農業部門雇用者数（前月比）

－失業率

－平均時給（前月比）

決算発表－ｴｸｿﾝ･ﾓｰﾋﾞﾙ 等

1月のマネタリーベース（日本銀行）

決算発表－キーエンス、ＫＤＤＩ、三井物産、デンソー、

みずほフィナンシャルグループ、村田製作所、

パナソニックHD 等

2日（金）

米・1月のISM非製造業景況指数

決算発表－ｵﾝ・ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ、ｷｬﾀﾋﾟﾗｰ 等

決算発表－三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ、三菱電機、

伊藤忠商事、アステラス製薬、日本郵船、オムロン 等

5日（月）

米・3年国債入札

豪中銀、政策金利を発表

決算発表－ｲｰﾗｲﾘﾘｰ、ﾌｫｰﾄﾞ･ﾓｰﾀｰ 等

12月の毎月勤労統計調査（速報、厚生労働省）

12月の家計調査・実質消費支出（総務省）

決算発表－トヨタ自動車、三菱商事、任天堂、味の素、

ダイキン工業、ＬＩＮＥヤフー、三菱重工業 等

6日（火）

米・12月の貿易収支

米・10年国債入札

決算発表－ｳｰﾊﾞｰ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ、ｳｫﾙﾄ･ﾃﾞｨｽﾞﾆｰ 等

〇12月の景気動向指数（速報、内閣府）

30年利付国債入札

新規株式公開－SOLIZEが東証ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞに上場

決算発表－ソフトバンク、テルモ、日本製鉄、スズキ、

ユニ・チャーム、ＮＴＴデータグループ 等

7日（水）

米・30年国債入札

〇中・1月の消費者物価指数（CPI）、生産者物価指数（PPI）

メキシコ中銀、インド中銀、政策金利を発表

決算発表－ｹﾗﾉﾊﾞ、ｴｸｽﾍﾟﾃﾞｨｱ･ｸﾞﾙｰﾌﾟ 等

〇1月の景気ウォッチャー調査（内閣府）

新規株式公開－Veritas In Silicoが東証ｸﾞﾛｰｽに上場

決算発表－日本電信電話、ソフトバンクグループ、

富士フイルムHD、セコム、日産自動車、ＳＵＢＡＲＵ 等

8日（木）

休場＝上海 等

決算発表－ﾍﾟﾌﾟｼｺ 等

5年利付国債入札

決算発表－東京エレクトロン、リクルートHD、三井不動産、

大和ハウス工業、三菱地所、ＥＮＥＯＳHD、資生堂 等

9日（金）



2後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。

＜政治不信に負けない日本株相場＞

日本では26日に国会が召集され、今週30日には岸田首相が施政方針演説を行う予定だ。

政治資金問題などで予算議論が停滞するリスクもあり注意が必要だろう。岸田内閣も自民

党も支持率は低迷しており、足元では合計しても57％程度だ。この数値が50％を下回ると

政権は退陣に追い込まれる可能性が高まるとされており、警戒が必要な水準だと言える。

他方、年明け以降、世界の中でも日本株の堅調さが目立っている。その背景には、日本

企業の資本効率を意識した経営、賃上げの動きの広がり、デフレ脱却への期待などがある

とみる。これらは、政治不信が深刻化する中でも株価を押し上げる強い力となっており、

今後も日本株の評価を高める材料になるだろう。上昇一服の場面があっても下値余地は乏

しいとみられ、引き続き日本株に注目していきたい。（嶋野）

今週のポイント

・AIが雇用を奪う？その時どうする

・先進国の雇用の約6割が、AI普及の影響を受けるもよう

・政治不信に負けない日本株相場

＜AIが雇用を奪う？その時どうする＞

今月、IMFはAI（人工知能）の普及で世界の雇用の約4割が影響を受けるとの見通しを明

らかにした。失職リスクは高所得者にも及び、特に先進国では雇用の約6割が影響を受ける

としている。そしてIMFは、経済格差が拡大する恐れがあると警告した。

その一方で先週、マイクロソフト社がAIを利用して、次世代電池として期待される全固

体電池向けの新素材を発見したと報じられた。通常は2年かかる研究を、AIと高性能コン

ピューターを用いて2週間に短縮したとされる。今後、AIの利用は様々な分野で広がり、世

の中は大きく変化していくだろう。もしAIが雇用を奪うリスクを懸念するのならば、（AI
に必要な）半導体関連企業等への投資によるリスクヘッジを検討すべきかもしれない。

国 株価指数 2022年騰落率 2023年騰落率 2023年末 1月26日（注） 年初来騰落率

日本 日経平均 -9.4% 28.2% 33,464.17 35,751.07 6.8%

アメリカ NYダウ -8.8% 13.7% 37,689.54 38,049.13 1.0%

アメリカ ナスダック -33.1% 43.4% 15,011.35 15,510.50 3.3%

イギリス FTSE100 0.9% 3.8% 7,733.24 7,529.73 -2.6%

ドイツ DAX -12.3% 20.3% 16,751.64 16,906.92 0.9%

フランス CAC -9.5% 16.5% 7,543.18 7,464.20 -1.0%

ロシア RTS -39.2% 11.6% 1,083.48 1,119.39 3.3%

ブラジル ボベスパ 4.7% 22.3% 134,185.24 128,168.73 -4.5%

香港 ハンセン -15.5% -13.8% 17,047.39 16,211.96 -4.9%

香港 H株 -18.6% -14.0% 5,768.50 5,468.71 -5.2%

中国 上海総合 -15.1% -3.7% 2,974.93 2,906.11 -2.3%

インド センセックス 4.4% 18.7% 72,240.26 70,700.67 -2.1%

＜主要国株価指数動向＞

作成：岡三証券　終値ベース（注）日経平均株価は1月26日、その他は1月25日の終値（休場の場合は直近値）



3 後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。

＜日本株相場は底堅い展開を想定＞

今週の日本株相場は、底堅い展開を想定す

る。年初からの急ピッチの上昇によって短期

的な過熱感が意識される半面、「買い遅れ

た」投資家も多いとみられ、根強い押し目買

い意欲が下値を支えよう。その様ななか、今

週から3月期決算企業の第3四半期決算発表が

本格化する。決算内容を見極めながら、個別

株の物色が中心となりそうだ。

＜「売り手不在」の需給環境＞

先週の日経平均株価は、一時37,000円に接

近するなど、堅調な展開となった。ただ、高

値警戒感から上値では利益確定売りが膨らむ

など、徐々に過熱感も意識されつつある。

他方、先週の東証プライム市場の売買代金

は連日で4兆円台となった。直近のピークで

ある17日（約5兆3,000億円）と比較するとや

やピークアウト感はあるが、昨年の大納会

（約3兆1,000億円）と比べれば依然として高

水準である。これは下値での押し目買い意欲

の強さを示唆しているといえよう。

また、1月第3週の投資部門別売買動向では、

海外投資家が約4,000億円の買い越し（現物、

先物合算）となり資金流入が継続している。

他方、個人投資家の売り越し額は1,900億円

程度（現金、信用合算）に留まった。前週の

売り越し額は1兆円を超えていたものの、個

人も相場が緩んだ局面では押し目買いに徹し

ているとみられ、「売り手不在」の日本株相

場の需給環境が当面の底堅さにつながりそう

だ。

＜決算内容を見極めた個別株物色が中心に＞

今週はコマツ（30日）や日立（31日）、

キーエンス（2月2日）など、主力企業の決算

発表が相次ぐ。各社とも株価が高値圏にある

ため利益確定売りも出ようが、来期に一段と

業績が拡大するとの期待が高まる銘柄を中心

に、物色の動きが強まりそうだ。（小川）

今週のポイント

・日本株相場は底堅い展開を想定

・「売り手不在」の需給環境

・決算内容を見極めた個別株物色が中心に

●日経平均株価は底堅い展開へ

作成：岡三証券 1月26日現在

日経平均株価（日足）

●売買代金は高水準が続く

●海外投資家の現物への資金流入が継続

出所：日本取引所グループ 作成：岡三証券 1月第3週時点

出所：QUICK 作成：岡三証券 1月26日現在
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4後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。

●端末上でAI処理を行う「エッジAI」が話題に

株式市場がAIブームに沸くなか、「エッジ

AI」への関心が高まっている。AIの利用にイ

ンターネット接続が必要不可欠な「クラウド

AI」とは異なり、「エッジAI」は、PCやスマ

ホ、家電等の端末機器（エッジデバイス）に

AI機能を内蔵する仕組み。後者は端末に蓄積

されたデータを基にAIが推論を行い、必要な

データのみクラウドに転送するため、通信コ

ストの削減やデータ転送時間の短縮、セキュ

リティ性の向上といったメリットがある。

●「AIスマホ」「AI PC」が2024年のトレンドへ

今月、韓国サムスン電子がAI機能を拡充し

た 新スマホ「Galaxy S24」シリーズを発表

した。 大の特徴はエッジAIを活用したリア

ルタイム翻訳機能だろう。音声通話の即時翻

訳や、インターネットに繋げない海外や機内

でもAI翻訳を使える実用性が話題となった。

その基盤となるのが、米半導体大手クアル

コムが手掛ける新型チップだ。当社はAIスマ

ホの普及を見据えてAI処理能力の強化を進め

ており、スマホ市場が再び成長するための起

爆剤として期待できそうだ。

PC市場でも同様の動きが進む。クアルコム、

インテル、AMDの半導体大手3社はPC向けに

AI対応を強化した新型チップを相次いで発表

している。日本でも、今月には米PC大手HPの
日本法人がAI内蔵型のノートPCを発売したば

かりだ。

スマホやPCの出荷が急増した2020～2021
年から3～4年が経過し、2024年は買い替え需

要が高まる可能性がある。「エッジAI」の利

用は今後加速していくとみられ、有望な投資

テーマとして注目したい。（八木）

世界中が「エッジAI」に熱視線

～AI内蔵で新時代を迎えるPC・スマホ市場～

≪主な関連企業≫

出所：各種資料 作成：岡三証券
※エッジAIはAIの学習をクラウド、推論のみを端末で行うケースもある

出所：LSEG Workspace、各種資料 作成：岡三証券 すべて岡三証券取扱い銘柄、1月24日現在

《クラウドAIとエッジAIの主な違い》

AIによる学習・推論
（クラウド側で行う）

クラウド

端末機器
（エッジデバイス）

必要なデータ
のみ転送

端末はクラウドの
指示に従う

全ての
データを転送

クラウドAI エッジAI

AIによる学習・推論
（端末側で行う）※

ティッカー/
コード

銘柄 所在国 時価総額
（億ドル）

年初来
株価騰落率

内容

AMD アドバンスト・マイクロ・デバイセズ（AMD） 米国 2,880 21.0%  PC向け半導体などを開発

AAPL アップル 米国 30,073 1.0%  「iPhone」「Mac」等を手掛ける

HPQ HP 米国 293 -1.8%  PC・プリンターなどを製造

INTC インテル 米国 2,070 -2.3%  PC向け半導体世界大手

MSFT マイクロソフト 米国 29,919 7.1%  PC向けOS「Windows」を提供

QCOM クアルコム 米国 1,724 6.7%  スマホ向け半導体世界大手

ARM アーム・ホールディングス　ADR 英国 777 0.8%  半導体設計や関連サービスを提供

TSM 台湾積体電路製造（タイワン・セミコンダクタ） 台湾 5,179 12.0%  半導体受託生産の世界 大手

005930 三星電子（サムスン・エレクトロニクス） 韓国 490（兆ウォン） -5.7%  電子機器や半導体を製造

992 レノボ 中国 1,244（億香港ドル） -8.1%  PC製造の世界 大手



5 後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。5 後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。

10年平均+1 標準偏差, 19.9

12
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（倍）
12ヵ月先予想PER 10年平均

10年平均+1 標準偏差 10年平均-1 標準偏差

今週のポイント

・米国株は上値の重い展開を予想する

・FOMCや1月雇用統計、決算発表に注目

・好決算銘柄に照準

＜米国株は上値の重い展開を予想する＞

今週はFOMC会合や雇用統計の発表を控え

るほか、大手IT企業を中心に米主要企業の決

算発表も本格化する。米経済のソフトラン

ディング期待は続こうが、米国株のバリュ

エーションは割高な水準に入っており、米国

株相場は上値の重い展開になると予想する。

＜FOMCや1月雇用統計、決算発表に注目＞

今週はFOMC（30-31日）、1月雇用統計

（2月2日）などのイベントが注目される。

FOMCでは4会合連続で政策金利が据え置か

れる見込みで、焦点はパウエル議長の記者会

見となりそうだ。2023年12月初旬の講演では、

早期の利下げ期待をけん制した。インフレの

鈍化傾向は認めつつも、利下げ期待を高める

ようなコメントはしないとみられる。

一方、1月雇用統計は失業率が前月から変

わらずの3.7％になると市場では予想されて

いる。先週公表された23年10-12月期の実質

GDP速報値は前期比年率+3.3％増と、予想外

の強さを見せ、株高の材料となった。今回の

雇用統計も労働市場の底堅さが確認できる内

容になるとみられ、米経済のソフトランディ

ング期待は相場の支えになるだろう。

もっとも、S&P500の12ヵ月先予想PERは1
月24日時点で20倍を超えており、徐々にバ

リュエーションの割高感も意識されよう。マ

イクロソフトやアップルなどの大手IT企業を

中心に、業績期待が一段と高まるかどうかが、

米国株のパフォーマンスを左右しそうだ。

＜好決算銘柄に照準＞

米主要企業の2023年4Q（10-12月期）決算

発表では株価反応で明暗が分かれており、当

面は好決算銘柄への追随が有効だろう。ビジ

ネスモデル再編が奏功したネットフリックス

や、AIツールの活用を通じたコスト削減など

が見込まれるプロクター・アンド・ギャンブ

ル（P&G）などに目を向けたい。（内山）

●米国株は上値の重い展開を想定

NYダウ（日足）

●2023年4Q決算は株価反応で明暗

S&P500 決算発表前後の平均株価パフォーマンス*

●米国株のバリュエーションは割高な水準に

作成：岡三証券 1月25日現在

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 日次、1月24日現在
期間は2014年1月24日～2024年1月24日

S&P500 12ヵ月先予想PERの推移

出所：FactSet 作成：岡三証券 1月19日現在
*決算発表日の2営業日前～2営業日後の平均株価騰落率
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後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。 6

●景況感指標に注目が集まろう

＜香港株相場は一進一退の展開を予想＞

今週の香港株市場は一進一退の展開を予想

する。米FOMCや米中の主要経済指標の発表

を控え、一時的にボラタイルな動きになる場

面もあろう。もっとも、下値付近では中国当

局による政策期待が高まりやすく、相場は底

堅さを増すとみる。景気の先行き不透明感と

当局による政策期待との綱引きから、目先は

方向感に乏しい相場展開となろう。

＜中国当局による景気対策が加速＞

先週は中国当局から株価にポジティブな材

料が複数発表された。中国人民銀行は24日、

預金準備率を0.5ポイント引き下げると発表

（2/5付で実施）した。同措置により、約1兆
元（約21兆円）の資金が市場に供給される見

込みである。また、中国政府は中央企業（中

央政府直属の国有企業）の責任者に対し、傘

下上場企業の市場パフォーマンスをより重視

するよう指導し、市場での買い増しや自社株

買い、増配などを通じて投資家の信頼を回復

するよう要求した。こうした当局による景気

支援や国有企業の株価上昇期待などを受け、

香港市場の地合いは改善していこう。

他方、今週は2024年1月の製造業・非製造

業PMIが発表される。特に製造業PMIは2023
年12月まで3ヵ月連続で好不況の境目となる

50を下回っており、景気の先行き不安は根強

い。仮に市場予想を上回っても、投資家心理

を改善させるには至らないだろう。

＜旅行関連やマカオカジノ銘柄に注目＞

こうしたなか、需要拡大が見込まれる旅行

関連に注目したい。春節（旧正月）連休

（2/10～17）が視野に入ってくるなか、今年

は香港やマカオを含む海外旅行の人気が高

まっている。大手旅行サイトによると、1/13
時点で既に海外旅行予約件数が前年同期比10
倍以上となった。旅行関連企業の業績拡大期

待が株価を支援しよう。（上海事務所 林）

今週のポイント

・香港株は一進一退の展開を予想

・中国当局による景気対策が加速

・旅行関連やマカオカジノ銘柄に注目

●香港株は一進一退の展開を予想

香港ハンセン指数と上海総合指数

作成：岡三証券 日次 1月26日前場終値時点

●中国人民銀行が大幅な金融緩和に踏み切る

出所：CEIC 作成：岡三証券 2月5日実施分を反映

中国：金融機関の加重平均預金準備率

中国国家統計局：製造業・非製造業PMI

出所：Wind 作成：岡三証券 直近は2023年12月分
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7 後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。

作成：岡三証券 1月26日午前11時時点

＜ドル円相場は緩やかなドル高円安に＞

今週のドル円相場は緩やかなドル高円安の

動きを見込んでいる。ただ、米国の注目イベ

ントが多いことから一時的に値振れが大きく

なる可能性に警戒しておくべきだろう。

先週は22-23日開催の日銀会合で現状の金

融緩和政策の維持が決定され、ドル円相場で

は、一時1ドル＝148円台後半まで円安圧力が

強まった。

他方、19日に鈴木財務相は新NISA（少額

投資非課税制度）が年初来の円安を招いてい

るとの指摘に対し、否定的な見方を示したが、

一部報道では家計の資産運用では海外株投信

の人気があるようだ。新NISAを通じて海外投

資が増加するとの思惑は、需給上の円安要因

として意識されよう。

＜31日はFOMCとFRB議長の会見に注目＞

今週、米国ではFOMC（30-31日）の開催

とパウエルFRB議長の記者会見が予定されて

いる。金利先物市場では今回は9割以上の据

え置き確率となっているが、パウエルFRB議
長は 近の米国経済指標の堅調さからインフ

レ抑制の姿勢を一層強める可能性もある。

FRBの金融引き締めの長期化観測は米国の10
年国債利回り（長期金利）の高止まりを招き、

日米の長期金利格差はドル高円安要因となり

そうだ。

＜米国の1月の雇用統計に注意＞

1月の米国の雇用統計（2月2日発表）で非

農業部門雇用者数の予想比上振れや物価の押

し上げ要因となる賃金上昇率の伸びが顕著だ

と、ドル高の方向に値振れが大きくなりそう

だ。ただ、1月を振り返ると約8円幅のドル高

円安が進んでいるほか、1ドル＝150-151円圏

では一昨年は日本の通貨当局が為替介入を行

い、 昨年は円安牽制を強めている。

本年も急ピッチで同水準を試す場面では通

貨当局の姿勢に注意を払いたい。（武部）

今週のポイント

・ドル円相場は緩やかなドル高円安に

・31日はFOMCとFRB議長の会見に注目

・米国の1月の雇用統計に注意

●1月は約8円幅のドル高円安が進んだ

ドル円相場の推移（日足）

● 1ドル＝150-151円圏は介入・牽制の警戒域

ドル円相場の長期チャート（日足）

作成：岡三証券 1月26日午前11時時点

●日米の長期金利差はドル高円安要因

日米の10年国債利回り

出所：LSEG Workspace 作成：岡三証券 1月25日時点
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8後に重要な注意事項が記載されていますので、十分にお読みください。

●10年国債利回りは0.7％台推移しよう

●インフレの鈍化基調は相場の支えに

●10年国債の入札が注目されよう

＜積極的な買いは期待できないだろう＞

先週の日銀の金融政策決定会合では、市場

の予想通り現状の金融政策維持が決定された。

ただ、植田総裁の発言などから日銀の政策修

正観測は高まり、国債利回りは各年限で上昇

した。日本では本格的な金融引き締めは予想

されておらず、国債利回りの目先の上昇余地

は限られようが、投資家は慎重な姿勢を維持

する見通しであり、大幅な利回り低下も見込

みづらいだろう。日銀オペや押し目買いが下

値を支えようが、今週も投資家の積極的な現

物債買いは期待できないだろう。

＜インフレの鈍化基調は相場の支えに＞

先週末に発表された1月の東京都区部の消

費者物価指数（除く生鮮食品）は、前年同月

比1.6％上昇と、1年8ヵ月ぶりに日銀が目標

とする2％を下回った。日銀は先週の金融政

策決定会合で物価安定目標達成に向けた見通

しを前進させており、日銀の政策修正観測が

大きく後退することはないだろう。ただ、欧

米主要国ではインフレの鈍化見通しを背景に、

今年は利下げが進むと見られている。今週の

FOMCでは政策金利は据え置きが予想されて

いるが、各国のインフレの鈍化基調は長期金

利の上昇を抑える要因になろう。

＜10年国債の入札が注目されよう＞

先週の40年国債入札は、日銀の政策修正観

測が高まったこともあり、低調な結果になっ

た。投資家の需要不足から1月の国債入札は

すべて低調な結果に終わっており、30日に予

定されている2年国債、2月1日の10年国債入

札の結果が注目される。日銀の政策修正観測

が続くことから、今週も国債入札は相場の上

値を抑える要因になろうが、利回りが0.7％
台に上昇した10年国債への投資家の需要が注

目されよう。2月2日には1月の米雇用統計の

発表が予定されており、週末に向けては投資

家の様子見姿勢が強まろう。（鈴木）

今週のポイント

・積極的な買いは期待できないだろう

・インフレの鈍化基調は相場の支えに

・10年国債の入札が注目されよう
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重要な注意事項

免責事項
・本レポートは、投資判断の参考となる情報提供のみを目的として作成されたものであり、個
々の投資家の特定の投 資目的、または要望を考慮しているものではありません。また、本レ
ポート中の記載内容、数値、図表等は、本レポート作成時点のものであり、事前の連絡なしに
変更される場合があります。なお、本レポートに記載されたいかなる内容も、将来の投資収益
を示唆あるいは保証するものではありません。投資に関する 終決定は投資家ご自身の判断と
責任でなされるようお願いします。

・本レポートは、岡三証券が信頼できると判断した情報源からの情報に基づいて作成されたも
のですが、その情報の正確性、安全性を保証するものではありません。企業が過去の業績を訂
正する等により、過去に言及した数値等を修正することがありますが、岡三証券がその責を負
うものではありません。

・岡三証券及びその関係会社、役職員が、本レポートに記されている有価証券について、自己
売買または委託売買取引を行う場合があります。岡三証券の大量保有報告書の提出状況につい
ては、岡三証券のホームページ(https://www.okasan.co.jp/)をご参照ください。

地域別の開示事項
【日本】
○金融商品は、個別の金融商品ごとに、ご負担いただく手数料等の費用やリスクの内容や性質
が異なります。金融商品取引のご契約にあたっては、あらかじめ当該契約の「契約締結前交付
書面」（もしくは目論見書及びその補完書面）または「上場有価証券等書面」の内容を十分に
お読みいただき、ご理解いただいたうえでご契約ください。

＜有価証券や金銭のお預かりについて＞
株式、優先出資証券等を当社の口座へお預かりする場合は、口座管理料をいただきません。

外国証券（円建て債券および国内の金融商品取引所に上場されている海外ETFを除きます。）を
お預かりする場合には、1年間に3,300円（税込み）の口座管理料をいただきます。ただし、電
子交付サービスを契約している場合には、口座管理料は1年間に2,640円（税込み）とします。
なお、当社が定める条件を満たした場合は外国証券の口座管理料を無料といたします。上記以
外の有価証券や金銭のお預かりについては料金をいただきません。証券保管振替機構を通じて
他社へ株式等を口座振替する場合には、口座振替する数量に応じて、1銘柄あたり6,600円（税
込み）を上限として口座振替手続料をいただきます。
お取引にあたっては「金銭・有価証券の預託、記帳及び振替に関する契約のご説明」の内容を
十分にお読みいただき、ご理解いただいたうえでご契約ください。

＜株式＞
・株式（株式・ETF・J-REITなど）の売買取引には、約定代金（単価×数量）に対し、 大
1.265%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場合は2,750円（税込み））の売買手数料
をいただきます。ただし、株式累積投資は一律1.265％（税込み）の売買手数料となります。
国内株式を募集等により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。

・外国株式の海外委託取引には、約定代金に対し、 大1.518%（税込み）の売買手数料をいた
だきます。外国株式の国内店頭（仕切り）取引では、お客様の購入および売却の単価を当社が
提示します。この場合、約定代金に対し、別途の手数料および諸費用はかかりません。

※外国証券の外国取引にあたっては、外国金融商品市場等における売買手数料および公租公課
その他の賦課金が発生します（外国取引に係る現地諸費用の額は、その時々の市場状況、現地
情勢等に応じて決定されますので、その合計金額等をあらかじめ記載することはできません）。
外国株式を募集等により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。

・株式は、株式相場、金利水準、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による株価の変動
によって損失が生じるおそれがあります。
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・株式は、発行体やその他の者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等
により、株価が変動することによって損失が生じるおそれがあります。
・また、外国株式については、為替相場の変動によって、売却後に円換算した場合の額が下落す
ることによって損失が生じるおそれがあります。
・REITは、運用する不動産の価格や収益力の変動、発行者である投資法人の経営・財務状況の変
化およびそれらに関する外部評価の変化等により価格や分配金が変動し、損失が生じるおそれが
あります。

＜債券＞
・債券を募集・売出し等により、または当社との相対取引により購入いただく場合は、購入対価
のみをお支払いいただきます。

・債券は、金利水準、株式相場、為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による債券価格の変
動によって損失が生じるおそれがあります。

・債券は、発行体やその他の者の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等
により、債券価格が変動することによって損失が発生するおそれがあり、また、元本や利子の
支払いの停滞もしくは支払い不能の発生または特約による元本の削減等のおそれがあります。

・金融機関が発行する債券は、信用状況の悪化により本拠所在地国の破綻処理制度が適用され、
債権順位に従って元本や利子の削減や株式への転換等が行われる可能性があります。ただし、適
用される制度は発行体の本拠所在地国により異なり、また今後変更される可能性があります。

＜個人向け国債＞
・個人向け国債を募集により購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。個人
向け国債を中途換金する際は、次の計算によって算出される中途換金調整額が、売却される額面
金額に経過利子を加えた金額より差し引かれます（直前2回分の各利子（税引前）相当額
×0.79685）。
・個人向け国債は、安全性の高い金融商品でありますが、発行体である日本国政府の信用状況の
悪化等により、元本や利子の支払いが滞ったり、支払い不能が生じるおそれがあります。

＜転換社債型新株予約権付社債（転換社債）＞
国内市場上場転換社債の売買取引には、約定代金に対し、 大1.10%（税込み）（手数料金額が

2,750円を下回った場合は2,750円（税込み））の売買手数料をいただきます。転換社債を募集等
によりご購入いただく場合は、購入対価のみをお支払いいただきます。転換社債は転換もしくは
新株予約権の行使対象株式の価格下落や金利変動等による転換社債価格の下落により損失が生じ
るおそれがあります。また、外貨建て転換社債は、為替相場の変動等により損失が生じるおそれ
があります。

＜投資信託＞
・投資信託のお申込みにあたっては、銘柄ごとに設定された費用をご負担いただきます。

お申込時に直接ご負担いただく費用：お申込手数料（お申込金額に対して 大3.85％（税込
み））
保有期間中に間接的にご負担いただく費用：信託報酬（信託財産の純資産総額に対して 大年
率2.254％（税込み））
換金時に直接ご負担いただく費用：信託財産留保金（換金時に適用される基準価額に対して
大0.5％）
その他の費用：監査報酬、有価証券等の売買にかかる手数料、資産を外国で保管する場合の費

用等が必要となり、 商品ごとに費用は異なります。お客様にご負担いただく費用の総額は、投
資信託を保有される期間等に応じて異なりますので、記載することができません（外国投資信託
の場合も同様です）。

・投資信託は、国内外の株式や債券等の金融商品に投資する商品ですので、株式相場、金利水準、
為替相場、不動産相場、商品相場等の変動による、対象組入れ有価証券の価格の変動によって基
準価額が下落することにより、損失が生じるおそれがあります。

・投資信託は、組入れた有価証券の発行者(或いは、受益証券に対する保証が付いている場合はそ
の保証会社)の経営・財務状況の変化およびそれらに関する外部評価の変化等による、対象組入
れ有価証券の価格の変動によって基準価額が変動することにより、損失が生じるおそれがありま
す。

・上記記載の手数料等の費用の 大値は、今後変更される場合があります。
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＜信用取引＞
信用取引には、約定代金に対し、 大1.265%（税込み）（手数料金額が2,750円を下回った場合は

2,750円（税込み））の売買手数料、管理費および権利処理手数料をいただきます。また、買付けの
場合、買付代金に対する金利を、売付けの場合、売付株券等に対する貸株料および品貸料をいただき
ます。委託保証金は、売買代金の30％以上で、かつ300万円以上の額が必要です。信用取引では、委
託保証金の約3.3倍までのお取引を行うことができるため、株価の変動により委託保証金の額を上回
る損失が生じるおそれがあります。

○自然災害等不測の事態により金融商品取引市場が取引を行えない場合は売買執行が行えないことが
あります。
○2037年12月までの間、復興特別所得税として、源泉徴収に係る所得税額に対して2.1％の付加税が
課税されます。

岡三証券株式会社
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第53号
加入協会：日本証券業協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

一般社団法人金融先物取引業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会
一般社団法人日本暗号資産取引業協会

日本以外の地域における本レポートの配布：
本レポートは参照情報の提供のみを目的としており、投資勧誘を目的としたものではありません。

本レポートの受領者は、自身の投資リスクを考慮し、各国の法令、規則及びルール等の適用を受け
る可能性があることに注意をする必要があります。

地域によっては、本レポートの配布は法律もしくは規則によって禁じられております。本レポー
トは、配布や発行、使用等をすることが法律に反したり、岡三証券に何らかの登録やライセンスの
取得が要求される国や地域における国民や居住者に対する配布、使用等を目的としたものではあり
ません。
※本レポートは、岡三証券が発行するものです。本レポートの著作権は岡三証券に帰属し、その目
的いかんを問わず無断で本レポートを複写、複製、配布することを禁じます。

（2023年12月改定）

発行所 岡三証券株式会社
代表 03-3272-2211

〒103-8278 東京都中央区日本橋1-17-6
定期購読ご希望の方は下記までご連絡ください。

岡三コンタクトセンター 0120-390603 （8：00～18：00 土・日・祝日除く）
定価：1部220円 年間購読料 7,700円 （共に送料、消費税込み）

2024年1月29日発行
（2024年1月26日作成）

次回発行は2024年2月5日（月）の予定です
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